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碧南市 

基礎情報 

【人口】71,346 人  【世帯】26,477 世帯（平成 27 年国勢調査より（総務省）） 

【母子・父子世帯数】 

母子・父子世帯数 2,252 世帯（母子世帯 1,878 世帯、父子世帯 374 世帯）（平成 27 年

の国勢調査の結果より、一般世帯数のうち、20 歳未満世帯員のいる母子世帯および父

子世帯（他の世帯員がいる世帯を含む）） 

※母子世帯： 

未婚、死別又は離別の女親と、その未婚の 20 歳未満の子供のみから成る一般世帯。 

※父子世帯： 

未婚、死別又は離別の男親と、その未婚の 20 歳未満の子供のみから成る一般世帯。 

 

概要 

○ひとり親家庭から相談窓口に寄せられる相談件数は増加傾向にある中で、養育に問題を

抱える父母からの相談や子どもが精神的に不安定など、その様相が複雑化している相談も

増加している。そこで、碧南市では、担当課だけでなく、全庁また市内の関係機関が連携

して、ひとり親家庭を見守る体制を構築した。連携先は、保健センター、保育園、幼稚園、

小・中学校等であり、守秘義務に注意しながら情報を共有し、支援を必要としている家庭

へ声掛けを徹底している。必要があれば、連携先の職員とともに母子・父子自立支援員を

はじめとする家庭児童相談員、家庭児童支援員が、直接家庭訪問するなどの活動を実施し

ている。 

○離婚前に取り決めを交わせず、離婚後の子どもの養育について問題を抱え相談窓口を訪

れる父母からの相談が増加したため、明石市のパンフレットを参考にし、離婚前の父母に

向けた子どもの養育に関する冊子を作成。離婚届を受理する担当部署である市民課に依頼

して、離婚届を取りにきた父母に、冊子を配布している。 

 

【体制】 

碧南市では、福祉こども部こども課育成支援係が子育て支援と一体化してひとり親家庭への

支援を担当している。担当業務は、児童手当、児童扶養手当の届の受付、虐待や DV に関する

相談、ひとり親家庭を対象とした碧南市独自のすこやか手当関連業務等である。 

こども課育成支援係では、4 名の一般職員（課長、課長補佐、担当 2 名）、臨時事務職員 1

名を配置している。専門の支援員としては非常勤特別職として、母子・父子自立支援員が 1 名

（週 5 日勤務）、家庭児童相談員が 2 名（週 5 日勤務）、家庭児童支援員が 2 名（週 3 日勤務）

を配置している。 

母子・父子自立支援員は、10 年以上勤務しているベテランの女性職員である。家庭児童相談

員は男性 2 名、家庭児童支援員は男女 1 名ずつ、いずれも校長等を経験した教員 OB・OG で

ある。 

課内での連携を深めるために、週に一回、母子・父子自立支援員と家庭児童相談員、家庭児

童支援員同士が情報交換会を実施している。また月に一回担当者会議を開催しており、市教育

委員会・保健センター・児童相談センターや警察等も参加して、情報共有等を行っている。 
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（１）庁内外の関係機関と密に連携を図りつつ必要に応じてひとり親家庭を訪問 

①背景 

ひとり親家庭からの相談窓口に寄せられる相談件数は増加傾向にある。また養育に問題を抱

える父母からの相談、父母や子どもが精神的に不安定であるケースに関する相談等、相談内容

やその背景も複雑化してきていることから、碧南市では、担当課だけでなく、全庁また市内の

保健センターや市民病院が連携してひとり親家庭を見守る体制を構築してきた。 

 

②連携先機関 

こども課が連携している機関は以下のとおりである。 

○保健センター 

妊娠中かつひとり親や未婚の特定妊婦で養育に不安を持つケースでは、保健師がこども課へ

連絡、また保健師からこども課を紹介するよう協力を促している。 

また、保健センターでは、発達に遅れのある子どもへの支援教室を開催しているため、教室

開催時に家庭児童相談員が参加し、相談につなげる等連携を行っている。 

保健師とは月に一度の会議により情報を共有し、場合によっては、母子・父子自立支援員が

保健師に同行して訪問を行うこともある。 

○保育園等 

ひとり親に限らず子育て全般の悩みを受け付けている市の事業「家庭児童相談室」に来訪し

たひとり親家庭のうち、子どもが気になるような場合には、その子どもが通う保育園等を母子・

父子自立支援員と家庭児童相談員、家庭児童支援員のいずれかが訪ね、子どもの様子を確認す

るようにしている。 

保育園等と各支援員は、日頃からコミュニケーションを密に取り連携を図っているため、保

育園等での気付きがあれば各支援員へ連絡がある 

その他に、市民病院からの情報提供もある。情報が得られた場合には、ソーシャルワーカー

等と協力し、守秘義務に注意しながら必要な情報を共有し、支援を必要としている家庭へ声掛

けをするよう徹底している。 

 

③関係職員での家庭訪問 

気になる家庭には、母子・父子自立支援員や家庭児童相談員、家庭児童支援員が、日頃から

その様子について情報を共有し、適宜家庭訪問を行っている。家庭訪問の際は、訪問先の親と

同性の支援員を含む 2 名体制で訪問している。 

なお、訪問にあたっては、公用車を使用して迅速に行うことができる。母子・父子自立支援

員や家庭児童相談員、家庭児童支援員の他に保健師等と一緒に訪問することもある。不在の場

合でも、玄関先やベランダの様子、電気メーターが動いているか等で家庭の状況を推測するな

どしている。 

訪問記録は、特にデータベースとして関係者と共有してはいないが、気になる家庭に家庭訪

問をしたり、長く相談に訪れていない家庭の近況等、気になることがあればその都度情報を共

有したりしている。 
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（２）庁内の他部署との連携と相談窓口の存在の周知 

①背景と実施内容 

碧南市の相談窓口では、同居親から離婚後の非同居親からの養育費の不払い、非同居親から

離婚後の面会交流の未実施等、昨今、離婚後の子どもの養育に関する相談が増加傾向にある。 

そこで、離婚前に取り決めを交わせず、離婚後の子どもの養育について問題を抱えることが

ないように、明石市作成の養育費と面会交流に関するパンフレット等の資料を参考に、離婚前

に考えておきたい養育費と面会交流に関する冊子を作成した。離婚届の配布と受理を担当して

いる市民課に依頼して、離婚届を取りにきた父母に冊子の配布を行っている。 

 

②冊子の内容 

冊子には、子どもの健やかな成長のために養育費と面会交流の取り決めの必要性などを記載

している。また、実際の面会交流の取り決め方についての簡単な説明も含んでいる。 

 

離婚前に考えておきたい養育費と面会交流に関する冊子（1/3） 
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離婚前に考えておきたい養育費と面会交流に関する冊子（2/3） 

 

 

離婚前に考えておきたい養育費と面会交流に関する冊子（3/3） 

 

出典）碧南市資料 
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②市民課との連携 

平成 28 年度から福祉こども部こども課は離婚届の配布・受理を担当している市民課に相談

し、連携を進めている。具体的には、市民課が、離婚届を取りにきた父母に「子どもの養育に

関する合意書」を含む離婚前の父母に向けた子どもの養育に関する冊子を渡し、内容について

は福祉こども部こども課へ問い合わせるよう紹介している。市民課窓口での負担を軽減し、役

割を分担することで協力を図っている。 

市民課では、離婚届の授受の際に、何か質問や問い合わせがあった場合は、福祉こども部こ

ども課育成支援係が相談を受け付けている旨もあわせて周知している。 

 

③成果と今後に向けて 

市民課からの紹介もあり、ひとり親家庭の父母もしくは離婚前の父母からの子どもの養育に

関する相談が徐々に増加している。また、離婚前に子どもの養育に関する情報を提供すること

で、離婚前の子どもの養育と面会等に関する取り決めが重要であることが認識され、合意書の

認知度が向上している。 

ひとり親家庭の父母もしくは離婚前の父母からの相談が徐々に増える中で、対応が困難なケ

ースの相談も同時に増加している。対応が困難なケースについては、弁護士による市民相談窓

口や法テラス・養育費相談支援センターの紹介等、必要な情報提供を行っている。 
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【参考】 市独自のひとり親家庭の手当「こどもすこやか手当」 

碧南市では、他の手当に比べて要件にゆとりを持たせた市独自のひとり親家庭への手当とし

て「こどもすこやか手当」を準備している。受給対象は父母、養育者としており、詳細は以下

のとおり。 

 

こどもすこやか手当の内容等 

 

出典）碧南市資料 

 

以上 


